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５．モデル地域の実現に向けて 

ここでは、日立市のモデル地域における再エネ導入の可能性調査をふまえて、モデル地域構想

の策定やその実現に向けた取り組みを述べる。ゼロ―カーボン推進の第一段階（2023年～20

30年）における庁内の連携体制、公民連携の試行、補助金による支援策などについて、最新情

報を取りまとめる。 

5.1 モデル地域構想策定のポイント 

（１）地球温暖化対策実行計画などにおけるモデル地域の位置付け 

① 茨城県地球温暖化実行計画との関連 

モデル地域は、2030年までの限られた期間において、地域単位で公民連携によって、再

エネ設備導入や省エネ施策について率先実行し、地域の電力消費に伴うCO2排出ゼロを目指

すとともに、その活動を他地域に波及することを方針とする。これは「茨城県地球温暖化対

策実行計画（区域施策編）（令和5年3月策定予定）」に示されている「地域脱炭素化促進事

業が想定される場所」に例示されている「特定の地区・街区」などに該当するものである。 

 

② 市町村地球温暖化実行計画における位置づけ 

モデル地域の考え方を採用し、公民連携を前提として2030年を目指した地域重点型の施

策を講じる場合には、「脱炭素化を重点的に目指すモデル地域」などとして、環境基本計画

や地球温暖化対策実行計画などの法定計画に位置づけることが望ましい。これによって、以

下のメリットにつながるものと考える。 

・計画の所管課である地球温暖化対策担当部署が庁内でイニシアティブを取りやすくなる。 

  ・補助事業申請時に、複数の関係部局や公民連携による合意形成が取りやすくなる。 

  ・エネルギー関連事業者や金融機関などにとって、連携協力する判断材料になる。 

 

 ③ 地域脱炭素化政策への整合 

   国の「地域脱炭素ロードマップ～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～（令和3年

6月）」では、2030 年度目標及び2050 年カーボンニュートラルという野心的な目標に

向けて、今後の５年間を集中期間として、政策を総動員して、地域脱炭素の取り組みを加速

することが示されている。 

取り組みの一つとして、地方自治体や地元企業・金融機関が中心となり、環境省を中心に

国も積極的に支援しながら、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに、

脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

することが示されている（図5.1上図参照）。 

取り組みの二つめの「脱炭素の基盤となる重点対策の全国実施」では、２030年度目標及

び2050年カーボンニュートラルに向けて、自家消費型の太陽光発電、住宅・建築物の省エ

ネ、ゼロカーボン・ドライブ等の脱炭素の基盤となる重点対策について、地方自治体・地域

企業・市民など地域の関係者が主体となって、国も積極的に支援しながら、各地の創意工夫

を横展開することが示されている（図5.1下図参照）。 
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出典：環境省 脱炭素ポータル 

 

図5.1 地域脱炭素ロードマップによる今後5年間の取り組み 

4

２．地域脱炭素ロードマップ 対策・施策の全体像
 今後の5年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援
①2030年度までに少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」をつくる
②全国で、重点対策を実行（自家消費型太陽光、省エネ住宅、電動車など）

 ３つの基盤的施策（①継続的・包括的支援、②ライフスタイルイノベーション、③制度改革）を実施
 モデルを全国に伝搬し、2050年を待たずに脱炭素達成（脱炭素ドミノ）
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「みどりの食料システム戦略」「国土交通グリーンチャレンジ」「2050カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」等
の政策プログラムと連携して実施する

9

３－２．脱炭素の基盤となる重点対策の全国実施
 全国津々浦々で取り組む脱炭素の基盤となる重点対策を整理
 国はガイドライン策定や積極的支援メカニズムにより協力

① 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
② 地域共生・地域裨益型再エネの立地
③ 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と
更新や改修時のZEB化誘導

④ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上
⑤ ゼロカーボン・ドライブ（再エネ電気×EV/PHEV/FCV）
⑥ 資源循環の高度化を通じた循環経済への移行
⑦ コンパクト・プラス・ネットワーク等による脱炭素型まちづくり
⑧ 食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立
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（２）モデル地域構想の検討 

① モデル地域の可能性調査・構想立案の手順 

モデル地域の検討にあたっては、主要な公共施設や地域における主な需要家による電力使

用に再エネ電源を活用していくとともに、その再エネ電源を地域及びその周辺で確保できる

ことが条件となる。このようなモデル地域に必須となる条件は、予め庁内外で可能性を確認

した上で、図5.２に示すような調査を進める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.２ モデル地域構想検討のための調査フロー例 
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 ② 事業者との相談の方法 

  令和4年12月23日に県が開催した「再生可能エネルギーの導入促進に関する研修会」では、

一般社団法人再生可能エネルギー地域活性協会（FOURE）より、地方自治体と民間事業者

の連携に関する取り組み事例の説明があった。 

  FOUREは、地域に裨益する再エネの導入拡大並びに脱炭素社会の実現を目指す事業者・地

方公共団体などで構成される団体であり、多方面で強みを有する事業者が集まり協力すること

で、地域の脱炭素化・再エネ導入拡大に貢献する活動を行っている（図5.３参照）。 

  地域の課題解決・地域活性化に資する情報や提案を提供することで地域と事業者による事業

化を支援するために設立された機関である。事業化に向けてこのような機関を活用することも 

 考えられる。図5.4に示すような地域のニーズと事業者のニーズをマッチングするような相談

会や事業化に向けた公民連携に係る提案活動についての説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「再生可能エネルギーの導入促進に関する研修会（令和4年12月2３日）」資料  

一般社団法人再生可能エネルギー地域活性協会（FOURE） 

 

図5.3 FOUREによる地域脱炭素化への支援の考え方 
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出典：「再生可能エネルギーの導入促進に関する研修会（令和4年12月2３日）」資料  

一般社団法人再生可能エネルギー地域活性協会（FOURE） 

図5.４ FOUREによる地域ヒアリング・マッチング 
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（３）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業の活用 

  モデル地域における施設への再エネ設備導入や再エネ電力の活用を実現するためには、「地 

域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業」を活用することが考えられる（図5.5参照）。 

なお、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業」は、令和４年度第２次補正予算から、地 

方公共団体の公共施設への支援の見直しがあり、太陽光発電設備導入はPPA等に限ることと 

され、交付要綱等が改正された点については留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト 

図5.5 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 事業概要 
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5.2 関係者の連携 

（１）地域エネルギー会社への相談 

  複数の公共施設や地域内の住宅・事業所に係るオンサイト・オフサイトの太陽光発電設備導

入について、まとまった設備導入を一括して民間事業で実施することを基本とする場合、 

PPA事業を行う「地域エネルギー会社」を特定して、事業化に向けた相談を行っていく。 

  第3章や第4章で示した構想案をたたき台として、この「地域エネルギー会社」と事業ベー

スの協議を行い、整備内容を見直し、整備費用やランニング費用、長期にわたる電力契約によ

る収益などを精査し、事業者側の事業性等もふまえて、契約条件を具体化する。 

  これらのPPA事業への取り組みは始まったばかりであり、兵庫県、横浜市の他、脱炭素先行

地域に選定された地域で実施される予定となっている。自治体主導による補助事業制度によっ

て、地域エネルギー会社の育成や負担軽減も図りながら、事業化が推進されるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料 2022年8月17日 

図5.６ 需要家主導による再エネ導入 

（２）公共施設に関する庁内協力体制 

  今回のモデル地域検討のように、複数の担当課に及ぶ公共施設を対象とする場合は、モデル

地域における公共施設を優先して脱炭素化設備導入や再エネ電気の調達を検討するために、庁

内関係課の協力や連絡体制について、当初段階から合意を図る必要がある。 

また、令和３年１０月に改定された地球温暖化対策計画をふまえて、脱炭素化の取り組みを

計画的に実施できるよう「公共施設等適正管理推進事業費」の対象事業に新たに「脱炭素化事

業」が追加されたことを庁内関係課で周知する必要がある（図5.7参照）。 
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出典：内閣府 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース会議、総務省資料 令和4年3月 

図5.7 公共施設の適正管理における「脱炭素化事業」の位置付け 
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（３）地域企業による脱炭素経営の育成 

  モデル地域における再エネ設備導入や脱炭素化に向けた取り組みを基点として、地域産業育

成や事業者の環境配慮に裾野を広げていく必要がある。日立市では、産業経済部商工振興課が、

地域の中小企業に対して、「ゼロ・カーボン・アクション奨励金」や「ゼロ―カーボンアクシ

ョン表彰」を実施している。 

これらは、市内企業における①省エネ設備の導入または切替、②エネルギー転換、③エネル

ギー使用量の見直し、④脱炭素に資する製品や商品、サービスの開発、⑤脱炭素に向けた社内

体制の整備・事業所全体での環境活動、⑥その他脱炭素に資する取り組みを推進するものであ

り、モデル地域に立地する事業所活動やモデル地域の取り組みに係る産業部門や運輸部門の事

業活動も構想に盛り込む必要がある。 

  特に今回のモデル地域検討では、市民運動公園や産業支援センターにおける「EV充電器」 

 の設置などEVへの転換を促進することにより、電化による需要を高め、その電源由来の再エ 

 ネの割合を高めていくことを検討した。 

  また、次世代型の太陽光発電設備導入、再エネ需給に係る電気通信やIT技術など市内企業に

よるモデル地域への実装に参画していただくことを通じて、地域企業の技術開発や脱炭素経営

につなげていくことも重要な課題といえる。 

  さらに、産業技術センターを拠点として、世界的な企業のサプライチェーンとしての中小企

業活動における脱炭素化意識を高め、経営面から積極的に中小企業の脱炭素化を支援すること

も視野に入れる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日立市 商工会議所 かいぎしょニュースより 
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5.3 各種の補助事業の活用 

（１）環境省の補助事業の活用 

  環境省の補助事業では、モデル地域に関連する計画策定の支援や「地域脱炭素移行・再エネ 

推進交付金」以外の設備導入についても、支援策をフォローしている。例えば、脱炭素地域づく

り支援サイトから、「支援メニュー等」から補助事業を検索することができる。直営で設備導入

を順次図っていく場合には、「地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・

分散型エネルギー設備等導入推進事業」なども活用できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト 

 

図5.8 「環境省脱炭素地域づくり支援サイト」を利用した補助事業の検索 

事業目的を選定 

事業内容から選定 
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（２）経済産業省の補助事業（エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金） 

  原子力発電施設が立地する自治体等が実施する、エネルギー構造の高度化等に向けた地域住

民等の理解促進に資する事業を支援することにより、内外の経済的社会的環境に応じた安定的

かつ適切なエネルギーの需給構造の構築を図ることを目的とする事業であり、ビジョン策定、

調査･研究、設備導入までが対象となる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和5年度経済産業省概算要求のPR資料一覧、経済産業省HP 

図5.9 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金 

 

（３）関係省庁の支援ツール・枠組み、脱炭素化事業と合わせて活用できる地方財政措置 

  環境省では、「地域脱炭素の取り組みに対する関係省庁の主な取り組み・枠組（令和5年2月）」 

を公表している。環境省、内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

の補助事業に他に、脱炭素先行地域に選定された場合に、優遇措置を受けられる事業について

も整理されている（図5.10）。 

 また、地域脱炭素化事業に合わせて活用が考えられる地方財政措置を図5.11に示す。令和４

年度より、地方公共団体が脱炭素化の取組を計画的に実施できるよう、「公共施設等適正管理推

進事業費」の対象事業に新たに「脱炭素化事業」が追加された。地方財政措置により、地方公共

団体負担分の一部が地方債により充当可能であり、元利償還金について、交付税の基準財政需

要額に算入される。 
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出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト 

図5.10 関係省庁の主な支援ツール・枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省 脱炭素ポータル 

図5.11 地域脱炭素化事業に合わせて活用が考えられる地方財政措置 
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